
成長戦略ファンド（DX、GX、国プロF/S）

別紙５ 事業予算作成ツール
（エクセル）の使い方

本エクセルファイルは「採択後」も活用することを想定して
作られているため、若干、複雑なシートとなっております。

応募申請される企業様は必ずご一読いただきますよう
お願いいたします。

２０２４．４．４ Ver2.２
イノベーション支援課



変更履歴

バージョン 日付 修正内容

1.0 2023/8/1 初回リリース

1.1 2023/8/2
「外注委託・評価分析費」が正しく反映されないエ
ラーを修正

1.11 2023/8/3
いしかわ成長戦略ファンド → 成長戦略ファンド
に修正

年め → 年度め とし、最大３年（４年度）という
ことがわかるように修正

1.2 2023/8/8 一時的にエラーチェックを無効化

2.00 2023/8/25
ファイル名変更 エクセルファイルは別紙５を作成
するためのツールとする
申請上限額（キャップ）等が正しく計算されるように
変更
シート「エラー判定」にて、判定の計算課程を出力す
るように変更

その他、体裁等を変更

2.1 2023/9/22
国プロ １０００円未満切り捨てのエラーを出力しな
いように修正

2.2 2024/4/4 参考資料（大学公設試） シートを追加
※マニュアルの画面は開発中のものであり、上記ファイルと異なる場合があります。

エクセルファイルの修正履歴



１．【大学・公設試以外の連携体がない場合の申請例】

申請メニュー・・・ GX製品・サービス開発支援
幹事企業 ・・・ 株式会社石子
連携体 ・・・ 石川県立大学 の場合
→「別紙５事業予算作成ツール（幹事企業用）ver2.2.xlsx」 のみ使用します

① 「別紙５事業予算作成ツール（幹事企業用）ver2.2.xlsx」を開き、 
「申請企業入力」の「基本情報」を入力します

・「補助金配分予定額」はメモ欄ですので使用しなくてもかまいません。



② 「経費一覧」シートを記載してください。

ポイント１
可能な限り、研究開発にかかるすべての費用を記載し、その中で
今回の補助金への申請対象に「○」を付けてください。

・補助対象経費以外についても記載いただく理由は、事務局・審査員がより正確に研究開発

内容を把握するためです

例） 補助対象経費 4,500万 が全額 「旅費」 だった場合でも
総事業費 ４億円のうち、旅費が4,500万 なのか
総事業費 4,500万円 の全額が旅費 なのかで印象が異なります。

・補助対象経費以外の金額については、概算で構いません。

・補助対象経費以外の金額については、 採択後、補助金申請書類への記載ならびに

証憑提出の必要はございません。



ポイント２
ある程度、内容がわかるレベルで記載してください。
※ なお、採択後は、より詳細な情報が必要となります。

NG例 OK例

人件費 人件費一式 900万
研究員A １人 500万
研究員B １人 400万

機械装置費
機械装置一式

1,000万
NC旋盤

500万✕2台=1000万

旅費 一式 900万 インド ３人✕３回 900万

大学・公設試等共同研究費 一式 ５０万 石川県立大学 ５０万

【人件費】 応募申請時は、等級単価計算は不要ですが、人数はわかるようにしてください。

【機械装置費】 「機械の一般名称 （NC旋盤、恒温恒湿機等）」と「台数」は記載してください。

※ 申請書本体（別紙４）の中で、機械装置が研究開発でどのように使用されるのか

記載してください。

【旅費】 「行き先」と「人数」はわかるようにしてください。

【大学・公設試等共同研究費】 大学名を記載してください。

       ※ 大学等が使用する経費の明細は記載不要です。採択後も、記載ならびに証憑の提出

は原則求めません。



ポイント３
行の追加やコピーは行わず、ソート機能を有効活用してください。

降順整列のボタンを選択 → 「降順」を
クリックすると、自動的に

①事業年度 、 ②費目 の順番にソートされます

＜注＞シートが「保護」されている場合はソートできませんので解除してソートしてください。



③ 「申請企業入力」シートに戻り、収入予算の配分案を記載してください。

入力後、３つのエラーチェックがすべてOKとなっていることを確認してください。
① 収入ー支出の差が０となっているかどうか
② 補助率チェック （幹事企業の各年度の補助金額が、 補助対象経費✕補助率以内

に収まっているかどうか）
③ 補助金額が １０００円未満切り捨てとなっているかどうか

※補助金申請額「総額」が、補助金申請上限額以内に収まっているかどうかの
チェックは別の箇所で行います。



④ （５）のすべての表において、エラーがでていないことを確認してください

シート「エラー判定」結果が NG となっている場合、シート「エラー判定」を見て、
エラー箇所を特定し、その後、シート「経費一覧」等を修正してください。



シート「エラー判定」でのNG出力がOKとなります。

例） シート「エラー判定」でのエラー出力例と修正方法

マーケティング調査費を過大計上していたため、NGが表示されています。

「経費一覧」を修正します。関連して、収支の一致させる部分などを修正します。



⑤ すべてのエラーがなくなったら、
「別紙５（幹事）」 シート の「経費内容」 に 経費の簡単な説明を記載してください

この部分に
説明を記載
してください



⑥（連携体に大学公設試等が入る場合） 「参考資料（大学公設試等）」 シート

１.「経費内容」 経費の説明を記載してください。
２.「1年度目」～「4年度目」に予算を記載ください。

この部分に
説明を記載
してください

この部分に
予算を記載
してください



⑦ jGrantsでのアップロード方法
※jGrantsの操作方法は別のマニュアルを御覧ください。

大学・公設試以外の連携体がない場合は、以上で終了です

大学・公設試以外の連携体がない場合はアップロード不要です

完成した「別紙５事業予算作成ツール」
をアップロードください



２．【大学・公設試以外の連携体がある場合の申請例】

幹事企業用ファイルとは別に、
連携体企業 の数 だけ、「別紙５事業予算作成ツール（連携体企業用）ver2.1.xlsx」

を作成する必要があります。

なぜ、幹事企業と連携体企業は別ファイルなのか？

我が社（連携体企業）の社員の給料や
時間単価を、幹事企業に知られたくない

我が社（連携体企業）が、商社から調達してい
るときの単価を幹事企業に知られたくない

連携体組成をしやすくするために、上記のような連携体のニーズに対応し、
ファイルを分けることとしました

連携体の人

幹事企業の人

連携体の証憑チェックをしたくないし、
連携体企業の人件費の単価を知りたくない



単独申請との違いポイント１

「別紙５事業予算作成ツール（連携体企業用）ver2.1 」ファイルを
連携体企業１社につき、１ファイル作成する必要があります。

※入力の仕方は、幹事企業とほぼ同じです。
※連携体各社の補助金申請上限額は、幹事企業が調整してください。



単独申請との違いポイント２
連携体企業から幹事企業へ情報を提供する必要があります。

方法には以下の３種類があります。

① 「別紙５事業予算作成ツール（連携体企業用）ver2.1」を
そのまま幹事企業に提供する方法

※ 応募申請時は、採択後と異なり、 人件費単価等の詳細なデータは
記入しなくてよいため、内部情報流出のリスクはほぼありません。

そのため、ほとんどの場合において、この方法がベストと思われます。



新しいエクセルファイルに「値貼り付け」でデータをコピーし、そのファイル
を幹事企業に提供してください

②「貼付用」シートにあるデータを 「値貼付け」で 別のエクセルシートに
貼付けて幹事企業に提供する場合

【重要】 合わせて、シート「別紙５（連携体）」 を PDF出力し、幹事企業に
送付してください。



a.「経費一覧」シートを
非表示にする

③ エクセルの「シートの非表示」＆「ブックの保護」機能を活用する

b.パスワードありで
「ブックの保護」を
行う
※このパスワードは
幹事企業には教えない

c.ブックの保護を解除
しない限り「経費一覧」
は再表示できません

※ パスワードの未設定による幹事企業への情報流出や、
パスワード紛失による閲覧不可については、事務局では一切責任を
負いませんのでご留意ください。

シート「経費一覧」のみ非表示にすることができます。



単独申請との違いポイント３
幹事企業は、連携体企業からもらったデータを、「幹事企業用」ツールの
シート「連携体データ」に入力（コピー）する必要があります

数式ではなく、値で貼付けられて
いることを確認してください。



単独申請との違いポイント４
幹事企業は、連携体企業からもらったデータも含めて、経費全体のエラーの
チェックをする必要があります。

幹事企業単独でのエラーチェック

幹事企業＋連携体企業 合計での
エラーチェック

シート「エラー判定」がNGの場合は、シート「エラー判定」を確認します（次ページ）。

※左記の例では、連携体企業を
含め、収支は一致していますが
シート「エラー判定」がNGと
なっています



例）マーケティング調査費
補助対象経費 ４５０万以内の要件に対して、

幹事企業 ３00万
連携体企業 １６０万 の場合、 合計４６０万ですので エラーと出力されました。

この場合、幹事企業と連携体企業で調整のうえ、マーケティング調査費の合計が４５０万円以内と
してください。

連携体企業のマーケティング調査費を減額する場合は、必ず、連携体企業のツールの経費一覧から
順番に修正してください。幹事企業のファイルだけを修正した場合、幹事企業と連携体企業で
情報の齟齬が発生します。

例） 連携体企業と合算したところ、シート「エラー判定」がNGとなった例



別紙５事業予算作成ツール（幹事企業用）の
アップロードお願い致します。
連携体企業のエクセルツールを
アップロードする必要はありません。

別紙５（連携体企業） シートのPDFファイルをアップロードします。

・連携体が１社の場合は、PDFファイルをアップロードしてください
・連携体が２社以上ある場合は、PDFファイルをまとめてZIPファイルに
圧縮してアップロードしてください

単独申請との違いポイント５
幹事企業は、jGrantsで申請する場合、連携体企業分のファイルも合わせて
アップロードする必要があります
※連携体企業が jGrantsで申請する必要はありません
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